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連結営業概況（２０１４年３月期）

※調整額 ▲３８３億円

運輸
２１％

連結営業収益 ３，５５０億円

不動産
１５％流通

２１％

ﾚｼﾞｬｰ・ｻｰﾋﾞｽ
１０％

その他
１４％

うち、鉄道２４ ％
バス６７ ％

◎ グループ会社 ： 子会社７４社、関連会社９社

◎ 特長 福岡を事業基盤とする生活関連企業…運輸業、不動産業、流通業など

西鉄ブランドを基盤に域外展開…国際物流事業、ホテル事業など

ストア

８０９億円

流 通 業

主な事業

営業収益

セグメント

５３３億円３８７億円７６６億円５９１億円８４６億円

車両整備
建設

ホテル
旅行

国際物流
国内物流

賃貸
分譲
管理

鉄道
バス
タクシー

そ の 他ﾚｼﾞｬｰ・ｻｰﾋﾞｽ業物 流 業不 動 産 業運 輸 業

物流
１９％



連結損益の実績（全業）

２０１４/３ ２０１３/３ 増 減 増減率

営 業 収 益 ３，５５０億円 ３，３８４億円 １６６億円 ４．９％

営 業 利 益 ２０３億円 １７６億円 ２８億円 １５．７％

経 常 利 益 １９８億円 １６２億円 ３６億円 ２２．０％

当 期 純 利 益 １１３億円 ９２億円 ２１億円 ２３．３％

※ ＥＢＩＴＤＡ＝営業利益＋減価償却費＋のれん償却費（営業費）

※ 設備投資は単純集計です。

※ 記載金額は単位未満を四捨五入。ただし、1億円に満たない金額は小数点表示。

不動産分譲事業 ・・・ マンション販売戸数の増

建設関連事業 ・・・ 受注増

国際物流事業 ・・・ 為替変動による円換算額の増

営業収益（増収）

営業利益・経常利益・当期純利益（各利益とも増益）

減価償却費 １８７億円 １９７億円 ▲１１億円 ▲５．４％

Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ ３９２億円 ３７６億円 １６億円 ４．３％

設 備 投 資 ３５８億円 １９５億円 １６３億円 ８３．７％



セグメント別損益状況



１． 運 輸 業

２０１４/３ ２０１３/３ 増 減 増減率

営 業 収 益 ８４６億円 ８４０億円 ６億円 ０．７％

営 業 利 益 ５０億円 ４６億円 ４億円 ９．１％

営業収益・営業利益の主な増減要因

鉄道・バス事業での消費税率引き上げに伴う運賃改定による先買い

バス事業 ・・・ 高速バス、通勤定期での増収

減価償却費 ８７億円 ９４億円 ▲７億円 ▲７．１％

Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ １３７億円 １４０億円 ▲２億円 ▲１．７％

設 備 投 資 １１１億円 ９７億円 １４億円 １４．８％



２０１４/３ ２０１３/３ 増 減 増減率

営 業 収 益 ２２７億円 ２２４億円 ３億円 １．２％

営 業 利 益 ３５億円 ３３億円 ２億円 ６．２％

天神大牟田線旅客人員 ＋２．０％

～ 鉄道事業 （運輸業の内訳） ～

※ 営業収益、営業利益は単純集計です。

貝塚線旅客人員 ＋５．３％

定期外 ＋３．６％

定期 ＋７．０％

旅 客 収 入 ２１０億円 ２０８億円 ２億円 １．２％

旅 客 人 員 １０５百万人 １０３百万人 ２百万人 ２．３％

（定期外） ４８百万人 ４８百万人 ０．４百万人 ０．９％

（定 期） ５７百万人 ５５百万人 ２百万人 ３．４％

定期外 ＋０．６％

定期 ＋３．１％



※ 営業収益、営業利益は単純集計です。

～ バス事業 （運輸業の内訳） ～

２０１４/３ ２０１３/３ 増 減 増減率

営 業 収 益 ６２１億円 ６１７億円 ５億円 ０．８％

営 業 利 益 １６億円 １２億円 ４億円 ３０．４％

乗 合 収 入 ４８７億円 ４８５億円 ２億円 ０．３％

貸切・特定収入 ４７億円 ４６億円 １億円 ２．３％

乗合旅客人員 ２６８百万人 ２６７百万人 ２百万人 ０．６％

（定期外） １５２百万人 １５２百万人 ▲０．６百万人 ▲０．４％

一 般 １４５百万人 １４５百万人 ▲０．６百万人 ▲０．５％

高 速 ７百万人 ７百万人 ０．０百万人 ０．６％

（定 期） １１７百万人 １１５百万人 ２百万人 ２．０％



２． 不 動 産 業

２０１４/３ ２０１３/３ 増 減 増減率

営 業 収 益 ５９１億円 ５４８億円 ４３億円 ７．８％

営 業 利 益 １０５億円 ９９億円 ６億円 ６．５％

営業収益・利益の主な増減要因

不動産分譲事業 ･･･ マンション販売戸数の増

不動産賃貸事業 ･･･ オフィスビル「西鉄日本橋ビル」の充足

減価償却費 ５８億円 ５８億円 ▲１億円 ▲１．２％

Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ １６４億円 １５９億円 ５億円 ３．２％

設 備 投 資 １６１億円 ４６億円 １１５億円 ２５２．０％



～不動産業の内訳～

※ 営業収益、営業利益は単純集計です。

《 不 動 産 賃 貸 事 業 》

２０１４/３ ２０１３/３ 増 減 増減率

営 業 収 益 ２７８億円 ２７３億円 ５億円 １．８％

営 業 利 益 ６４億円 ６７億円 ▲３億円 ▲４．５％

《 不 動 産 分 譲 事 業 》

２０１４/３ ２０１３/３ 増 減 増減率

営 業 収 益 ２３５億円 ２０１億円 ３４億円 １６．７％

営 業 利 益 ３５億円 ２７億円 ９億円 ３２．５％

販 売 戸 数 ７９７区画 ６８５区画 １１２区画 １６．４％

（マンション） ４６６戸 ３３４戸 １３２戸 ３９．５％

（戸 建） ２５８区画 ３０３区画 ▲４５区画 ▲１４．９％

（ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ） ７３戸 ４８戸 ２５戸 ５２．１％



３． 流 通 業

２０１４/３ ２０１３/３ 増 減 増減率

営 業 収 益 ８０９億円 ８１０億円 ▲０．２億円 ▲０．０％

営 業 利 益 ５億円 ▲０．４億円 ５億円 －

営業収益の主な増減要因
ストア事業 ・・・ 店舗の改装・建替えや消費税率引き上げに伴う駆け込み需要による増収

競合店の影響による減収や廃止店の影響による減収

減価償却費 １１億円 １０億円 １億円 ６．９％

Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ １６億円 １０億円 ６億円 ５５．９％

設 備 投 資 ２３億円 ２３億円 ０．２億円 １．１％

営業利益の主な増減要因

ストア事業 ・・・ 粗利率の改善



４． 物 流 業

２０１４/３ ２０１３/３ 増 減 増減率

営 業 収 益 ７６６億円 ７００億円 ６６億円 ９．５％

営 業 利 益 １７億円 １８億円 ▲０．３億円 ▲１．８％

営業収益・営業利益の主な増減要因
国際物流事業 ・・・ 他社との競合等による売上単価の下落

荷主の海上貨物利用へのシフト等による航空貨物取扱高の減少

海外子会社での為替変動による円換算額の増加

減価償却費 ７億円 ７億円 ０．４億円 ６．３％

Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ ２４億円 ２４億円 ０．１億円 ０．４％

設 備 投 資 １７億円 ５億円 １２億円 ２５８．７％



《 国 際 物 流 事 業 》

２０１４/３ ２０１３/３ 増 減 増減率

営 業 収 益 ７６６億円 ６９２億円 ７４億円 １０．６％

営 業 利 益 １７億円 １７億円 ０．０億円 ０．２％

～物流業の内訳～

※ 営業収益、営業利益は単純集計です。

航空輸出(重量) １１２千トン １１３千トン ▲０．１千トン ▲０．２％

航空輸入(件数) ３６５千件 ３６９千件 ▲３千件 ▲１．０％

海運輸出(ＴＥＵ) ４９千ＴＥＵ ４７千ＴＥＵ ２千ＴＥＵ ５．５％

海運輸入(ＴＥＵ) ５９千ＴＥＵ ５２千ＴＥＵ ６千ＴＥＵ １２．６％

航空輸出(重量) ６１千トン ６３千トン ▲１千トン ▲２．０％

航空輸入(件数) ２５０千件 ２５６千件 ▲５千件 ▲２．１％

海運輸出(ＴＥＵ) ３３千ＴＥＵ ３３千ＴＥＵ ▲０．１千ＴＥＵ ▲０．４％

海運輸入(ＴＥＵ) ３７千ＴＥＵ ３０千ＴＥＵ ７千ＴＥＵ ２３．８％

※参考（上記数量の内、海外子会社取扱高）

（注）円換算額の増加を除くと営業収益は１２億円（１．６％減）の減収、営業利益は２億円（１１．２％減）の減益です。

(注)

(注)



５． レジャー・サービス業

２０１４/３ ２０１３/３ 増 減 増減率

営 業 収 益 ３８７億円 ３７０億円 １７億円 ４．７％

営 業 利 益 １８億円 １４億円 ３億円 ２３．６％

営業収益・営業利益の主な増減要因

ホテル事業 ・・・ 宿泊稼働率の向上

娯楽事業 ・・・ 水族館入館人員増

その他サービス事業 ・・・ 空港関連業務の受託増

減価償却費 ２１億円 ２２億円 ▲１億円 ▲４．９％

Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ ３８億円 ３６億円 ２億円 ６．５％

設 備 投 資 ２５億円 ９億円 １６億円 １７７．７％



《ホテル事業》

２０１４/３ ２０１３/３ 増 減 増減率

営 業 収 益 ２１２億円 ２００億円 １２億円 ６．２％

営 業 利 益 １１億円 ８億円 ３億円 ３５．７％

～レジャー・サービス業の内訳～

※ 営業収益、営業利益は単純集計です。

《旅行事業》

２０１４/３ ２０１３/３ 増 減 増減率

営 業 収 益 ４０億円 ４３億円 ▲３億円 ▲６．７％

営 業 利 益 １億円 １億円 ▲０．２億円 ▲３０．１％

（注）ホテル事業内取引を除くと９億円（５．８％増）の増収です。

(注)

《その他レジャー・サービス業》

２０１４/３ ２０１３/３ 増 減 増減率

営 業 収 益 ２０４億円 １９２億円 １２億円 ６．２％

営 業 利 益 ７億円 ６億円 １億円 １６．５％

・その他レジャー・サービス業・・・娯楽事業、飲食事業、広告事業、その他サービス事業



６． その他

営業収益・営業利益の主な増減要因

建設関連、車両整備関連事業での受注増等

２０１４/３ ２０１３/３ 増 減 増減率

営 業 収 益 ５３３億円 ４６７億円 ６６億円 １４．２％

営 業 利 益 １３億円 ５億円 ９億円 １９８．２％

減 価償却費 ９億円 １３億円 ▲４億円 ▲２９．４％

Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ ２３億円 １８億円 ５億円 ２８．０％

設 備 投 資 ２０億円 １６億円 ５億円 ２９．１％

・その他・・・ICカード事業、車両整備関連事業、建設関連事業、金属リサイクル事業



連結貸借対照表

２０１４/３月末 ２０１３/３月末 増 減

資
産

流 動 資 産 ９８１億円 ９１９億円 ６３億円

固 定 資 産 ３，４４７億円 ３,２２１億円 ２２６億円

合計 ４，４２９億円 ４,１４０億円 ２８９億円

負
債
・純
資
産

流 動 負 債 １，３９９億円 １，１４０億円 ２５９億円

固 定 負 債 １，７５４億円 １,８０５億円 ▲５１億円

（有利子負債残高） １，６９６億円 １,６６２億円 ３４億円

負 債 合 計 ３，１５４億円 ２,９４５億円 ２０９億円

純 資 産 合 計 １，２７５億円 １,１９５億円 ８０億円

合計 ４，４２９億円 ４,１４０億円 ２８９億円

純資産の主な増減要因

資産の主な増減要因 負債の主な増減要因

社債の発行

退職給付に係る負債の計上

当期純利益の計上等による増

有形固定資産の増

受取手形及び売掛金の増



連結キャッシュ・フロー

２０１４/３ ２０１３/３ 増 減

営 業 活 動 ３０５億円 ２３２億円 ７３億円

（ 税 引 前 当 期 純 利 益 ） １９４億円 １５５億円 ３９億円

（ 減 価 償 却 費 ） １８７億円 １９７億円 ▲１１億円

（ 法 人 税 等 の 支 払 額 ） ▲４７億円 ▲７６億円 ２９億円

投 資 活 動 ▲３１７億円 ▲１６７億円 ▲１５０億円

（ 固 定 資 産 の 取 得 ） ▲３６９億円 ▲２１７億円 ▲１５２億円

財 務 活 動 ２億円 ▲１００億円 １０３億円

（ 借 入 金 ・ 社 債 ） ３４億円 ▲７０億円 １０４億円

現 金 等 の 当 期 末 残 高 ２９８億円 ３００億円 ▲２億円



２０１４年度 事業計画
（２０１５年３月期）



2014年度事業計画の位置付け

第13次中期経営計画（2013～2015年度）
『グループ総合力の発揮による成長への挑戦』

2015年度事業計画

2014年度事業計画

2013年度事業計画

<13次中計最終年度数値計画>

営業利益 180億円

ＲＯＡ 4.2％

（総資産営業利益率）

ＲＯＥ 7.5％

（株主資本当期純利益率）

第14次中期経営計画（2016～2018年度）

将来ビジョン2018『弛まぬ変革』

第12次中期経営計画（2010～2012年度）
『変革に挑む西鉄グループ』

1ｓｔ Stage

2nd Stage

3rd Stage



2014年度事業計画の基本方針・重点戦略

３．グループ総合力発揮のための体制整備３．グループ総合力発揮のための体制整備

２．強固な収益基盤の確立２．強固な収益基盤の確立

＜第13次中期経営計画 グループビジョン＞

「グループ総合力の発揮による成長への挑戦」
～新しい市場の開拓に挑戦します～

～商品・サービスの価値を高め、選ばれる沿線づくりを推進します～

重

点

戦

略

重

点

戦

略

１．新たな収益源の開拓１．新たな収益源の開拓

＜2014年度事業計画基本方針＞

『第13次中期経営計画完遂に向けた施策の確実な実施』
＜2014年度事業計画基本方針＞

『第13次中期経営計画完遂に向けた施策の確実な実施』

４．CSR経営を文化とする企業風土の定着４．CSR経営を文化とする企業風土の定着



重点戦略
１．新たな収益源の開拓

● 海外拠点の拡充

海外現地法人の設立

支店や駐在事務所の開設

● 海運事業、ロジスティクス事業の強化

九州海運営業所の新設（2014年4月）

りんくうロジスティクスセンターの増床（2014年10月全棟竣工）

りんくうロジスティクスセンター増床後イメージ

中計期間中の拠点拡充計画

★：現地法人設立
●：新規支店開設
▲：駐在事務所開設

海外拠点拡充の計画と主な進捗

▲

▲

▲

▲
▲

▲

▲

●

●

●

● ●

●

●

※黒色：設立・開設済

●

★

★

★
★

日本

中国・香港・台湾

アジア・オセアニア

欧州・アフリカ

北中南米

オーストラリア
現地法人設立

イタリア
現地法人の設立

●
●

ハイデラバード・
アーメダバード（インド）
支店・セールス拠点開設

●

カンボジア・ミャンマー
駐在事務所の開設

ダナン（ベトナム）
支店開設

福州（中国）
セールス事務所開設

国際物流ビジネスの拡大

フランス
現地法人の設立



重点戦略
１．新たな収益源の開拓

● マンション事業の拡大

マンションのリノベーション事業・建替え事業（レジデンス百道）の推進

シニアマンション事業の拡大（サンカルナ福岡城南の開業、2014年秋）

分譲マンションの首都圏エリアへの展開

業態や事業エリアの拡大

サンカルナ福岡城南イメージ

所在地：福岡市城南区茶山

居室数：136室

レジデンス百道イメージ

所在地：福岡市早良区百道

総戸数：232戸



重点戦略
１．新たな収益源の開拓

● ソラリア西鉄ホテルの新規出店（全国・海外）

● 雑貨館インキューブの全国展開

ソウル（韓国）への出店（2015年夏開業予定）

7号店「イオンモール名古屋茶屋店」の出店（2014年6月27日オープン予定）

雑貨館インキューブ イオンモール名古屋茶屋店 イメージ

業態や事業エリアの拡大

ソラリア西鉄ホテルソウル 21階ロビーイメージ



重点戦略
１．新たな収益源の開拓

● 生活支援サービス事業の展開

新規事業の開発

● 地域との連携による農業関連事業への挑戦

ベンリーにしてつの店舗展開

飲料水宅配サービス事業の開始（2014年2月～）

● PPP事業への参入

福岡市中央児童会館等建替え整備事業の推進

● 再生可能エネルギー事業の拡大

あまおうスパークリングワインの生産拡大

社有地での太陽光発電所の新設（3ヶ所目）

● 住替え事業の推進

住まいに関するセミナーの開催



ソラリア街区位置図

重点戦略
２．強固な収益基盤の確立

● 天神商業施設のリニューアル

ソラリアステージリニューアル

天神コアリニューアル

ソラリアプラザ エスカレーター棟イメージ

● ソラリア街区の一体的改造

ソラリアプラザビルの大規模改造

天神エリアのプレゼンスアップに向けた取組み推進

（天神バスセンター）

天神バスセンター全体イメージ

（商業スペース拡大、回遊性向上）

天神バスセンターの全面リニューアルおよび機能向上



重点戦略
２．強固な収益基盤の確立

● 「天神明治通り街づくり協議会」による取組み

天神エリアのプレゼンスアップに向けた取組み推進

天神明治通りの将来像

グランドデザイン実現に向けた取組み

天神一丁目南ブロックにおける地区整備計画の策定

対象エリア
約17ha

明治通り地区位置図

明治通り

：自社施設

天神一丁目南ブロック



重点戦略
２．強固な収益基盤の確立

● 沿線における再開発

大型複合開発（地行）

交通拠点周辺再開発（飯塚、新栄町など）

● 住宅開発

賃貸マンションの開発（地行、高宮）

● 新しい郊外型沿線開発モデルの実現（三国が丘）

住みよいまちづくりの推進

大型複合開発（地行）イメージ

飯塚市再開発ビルイメージ

開発地位置図

駅を中心としたコンパクトなまちづくり



重点戦略
２．強固な収益基盤の確立

● 鉄道施設の安全対策とサービス向上

連続立体交差事業の推進

高架橋耐震強化

新列車案内表示システムの導入と情報発信機能の強化

● 路線バスの乗り継ぎ促進による路線再編

バス定期券（グランドパス65）

利用者に対する

鉄道運賃割引サービス導入検討

交通サービスの安全性および利便性の向上

● 鉄道とバスの連携促進

新列車案内表示システム



重点戦略
２．強固な収益基盤の確立

● 店舗ブランドの確立

スーパーマーケット事業の体質強化

売場・商品の改善（生鮮・惣菜部門の強化）

お客さまへのサービス強化（コンシェルジュ、宅配サービスなど）

● 構造改革の推進

改装・建替え等による収支改善

原価・販売管理費の低減

都市型小型店「レガネットキュート」 店内

● ㈱マルキョウとの資本・業務提携
（2013年12月～）

● 新業態の展開

都市型小型店「レガネットキュート」の展開



重点戦略
２．強固な収益基盤の確立

インバウンドの取組み強化

アジアの玄関口・福岡市アジアの玄関口・福岡市

福岡市をグローバルMICE戦略都市に選定（2013年6月）福岡市をグローバルMICE戦略都市に選定（2013年6月）

福岡市を国家戦略特別区域に選定（2014年3月）福岡市を国家戦略特別区域に選定（2014年3月）

外国人入国者数は過去最高の約88万人（2013年）

MICE誘致競争を牽引できる都市育成への集中的な国の支援

スタートアップ支援による開業率の向上

MICEの誘致等を通じたイノベーション・ビジネス創出

グ
ル
ー
プ
全
体
で
の
取
組
み
強
化

グ
ル
ー
プ
全
体
で
の
取
組
み
強
化

＜出典＞法務省出入国管理統計統計表（数値は福岡空港・博多港の合算値）

国際会議開催件数は4年連続国内第2位（2012年）

＜出典＞日本政府観光局「2012年国際会議統計」



３．グループ総合力発揮のための体制整備

●安全・リスクマネジメントの継続的実施

●地域・社会との共生、CSの向上

●環境マネジメントの取組み推進

●グループ事業の再編

４．CSR経営を文化とする企業風土の定着

CSRレポート

重点戦略

● ブランド戦略・広報戦略の構築

全体最適視点での取り組み

（グループ内の事業の機能・将来性・必要性等の分析⇒再編）

お客さま視点での商品・サービス強化

戦略的PRの推進



２０１５年３月期 設備投資計画

年度 ２０１１／３ ２０１２／３ ２０１３／３ ２０１４／３ ２０１５／３計画

総投資額 ２６５億円 １９４億円 １９５億円 ３５８億円 ４１２億円

リニューアル・
車両更新
１５８億円

新規
１３６億円

安全
４４億円保守・維持更新

５９億円

【２０１５年３月期 総投資額 412億円】

◎ 投資種別の内訳 ◎ セグメント別の内訳

◎ 投資額の推移

省エネ・節電
８億円

ＩＣ
６億円 運輸業

１２７億円
・安全投資

・バス・鉄道車両新造 など

不動産業
１３０億円
・商業施設改造

・シニアマンション建設

・賃貸マンション建設 など

流通業
４３億円
・店舗新設・改装 など

物流業
１１億円
・物流センター増床 など

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ業
７９億円

・ホテル新設・改装 など

その他
２１億円
・IC関連 など



２０１５年３月期
収支予想



※ ＥＢＩＴＤＡ＝営業利益＋減価償却費＋のれん償却費（営業費）

※ 設備投資は単純集計です。

※ 記載金額は単位未満を四捨五入。ただし、1億円に満たない金額は小数点表示。

２０１５年３月期 連結収支予想

２０１５/３
（予想）

２０１４/３
（実績）

増減額 増減率

営 業 収 益 ３，５６０億円 ３，５５０億円 １０億円 ０．３％

営 業 利 益 １５５億円 ２０３億円 ▲４８億円 ▲２３．８％

経 常 利 益 １４１億円 １９８億円 ▲５７億円 ▲２８．６％

当期純利益 ８３億円 １１３億円 ▲３０億円 ▲２６．８％

減価償却費 １９８億円 １８７億円 １１億円 ６．１％

Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ ３５５億円 ３９２億円 ▲３７億円 ▲９．５％

設 備 投 資 ４１２億円 ３５８億円 ５４億円 １５．１％



２０１５年３月期 セグメント別収支予想

２０１５/３
（予想）

２０１４/３
（実績）

増減額 営業利益の増減要因

運 輸 業
営業収益 ８３５億円 ８４６億円 ▲１１億円

営業利益 ３９億円 ５０億円 ▲１１億円

不 動 産 業
営業収益 ５７５億円 ５９１億円 ▲１６億円

営業利益 ７８億円 １０５億円 ▲２７億円

流 通 業
営業収益 ８２６億円 ８０９億円 １７億円

営業利益 １億円 ５億円 ▲４億円

物 流 業
営業収益 ８２２億円 ７６６億円 ５６億円

営業利益 ２６億円 １７億円 ９億円

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ業
営業収益 ３８０億円 ３８７億円 ▲７億円

営業利益 １０億円 １８億円 ▲８億円

そ の 他
営業収益 ４９５億円 ５３３億円 ▲３８億円

営業利益 ８億円 １３億円 ▲５億円

不動産分譲事業の減益

（前期好環境、粗利率の低下）

国際物流事業の増益

（取扱高の増）

建設関連事業の減益

（前期好環境）

鉄道、バス事業の減益

（消費税率引き上げの影響）

ストア事業の減益

（改装・建替えによる費用増）

ホテル事業の減益

（前期好環境、開発費用等の増）
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＜参考＞ ２０１５年３月期
セグメント別予想（減価償却費・ＥＢＩＴＤＡ・設備投資）

２０１５/３（予想） ２０１４/３（実績） 増減額

運 輸 業

減 価 償 却 費 ８９億円 ８７億円 ２億円

Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ １２８億円 １３７億円 ▲９億円

設 備 投 資 １２７億円 １１１億円 １６億円

不 動 産 業

減 価 償 却 費 ６２億円 ５８億円 ５億円

Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ １４１億円 １６４億円 ▲２３億円

設 備 投 資 １３０億円 １６１億円 ▲３１億円

流 通 業

減 価 償 却 費 １３億円 １１億円 ２億円

Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ １５億円 １６億円 ▲１億円

設 備 投 資 ４３億円 ２３億円 ２０億円

物 流 業

減 価 償 却 費 ９億円 ７億円 ２億円

Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ ３５億円 ２４億円 １０億円

設 備 投 資 １１億円 １７億円 ▲６億円

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ
業

減 価 償 却 費 ２１億円 ２１億円 ▲０．０億円

Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ ３１億円 ３８億円 ▲８億円

設 備 投 資 ７９億円 ２５億円 ５４億円

そ の 他

減 価 償 却 費 １０億円 ９億円 １億円

Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ １８億円 ２３億円 ▲５億円

設 備 投 資 ２１億円 ２０億円 １億円

＜参考＞2015年3月期セグメント別予想



36

＜参考＞ ２０１５年３月期
主なセグメント収支予想

２０１５/３
（予想）

２０１４/３
（実績）

増減額

運
輸
業

鉄 道 事 業
営 業 収 益 ２２１億円 ２２７億円 ▲６億円

営 業 利 益 ２８億円 ３５億円 ▲７億円

バ ス 事 業
営 業 収 益 ６１４億円 ６２１億円 ▲７億円

営 業 利 益 １０億円 １６億円 ▲６億円

不
動
産
業

不動産賃貸事業
営 業 収 益 ２７８億円 ２７８億円 ０．３億円

営 業 利 益 ６０億円 ６４億円 ▲５億円

不動産分譲事業
営 業 収 益 ２１９億円 ２３５億円 ▲１６億円

営 業 利 益 １４億円 ３５億円 ▲２１億円

物
流
業

国 際 物 流 事 業
営 業 収 益 ８３１億円 ７６６億円 ６５億円

営 業 利 益 ２４億円 １７億円 ７億円

レ
ジ
ャ
ー
・

サ
ー
ビ
ス
業

ホ テ ル 事 業
営 業 収 益 ２０８億円 ２１２億円 ▲５億円

営 業 利 益 ５億円 １１億円 ▲６億円

旅 行 事 業
営 業 収 益 ４０億円 ４０億円 ０．１億円

営 業 利 益 ２億円 １億円 １億円

※ 営業収益、営業利益は単純集計です。 ＜参考＞2015年3月期主なセグメント収支予想



≪参考≫2014年3月期 連結損益実績（百万円単位）

◆連結損益実績 （単位：百万円、％）

2014/3期 2013/3期 増減額 増減率

1 営業収益 354,986 338,387 16,598 4.9
2 営業利益 20,339 17,584 2,755 15.7
5 経常利益 19,756 16,189 3,567 22.0
13 当期純利益 11,332 9,194 2,138 23.3

◆セグメント別　営業収益・営業利益
営 業 収 益 営 業 利 益

2014/3期 2013/3期 増減額 増減率 2014/3期 2013/3期 増減額 増減率

100 運輸業 84,572 84,018 554 0.7 5,003 4,585 418 9.1
300 不動産業 59,082 54,830 4,251 7.8 10,489 9,852 636 6.5
200 流通業 80,942 80,970 ▲ 27 ▲ 0.0 465 ▲ 42 507 -
500 物流業 76,642 70,015 6,626 9.5 1,734 1,765 ▲ 31 ▲ 1.8
400 ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ業 38,696 36,963 1,733 4.7 1,762 1,425 336 23.6
600 その他 53,324 46,696 6,628 14.2 1,348 452 896 198.2
920 調整額 ▲ 38,274 ▲ 35,107 ▲ 3,167 - ▲ 462 ▲ 454 ▲ 7 -

連結 354,986 338,387 16,598 4.9 20,339 17,584 2,755 15.7

◆サブセグメント別　営業収益

2014/3期 2013/3期 増減額 増減率

110 鉄道事業 22,679 22,409 270 1.2
## バス事業 62,148 61,658 489 0.8
130 タクシー事業 3,925 3,986 ▲ 60 ▲ 1.5
180 運輸関連事業 4,371 4,448 ▲ 76 ▲ 1.7
921 消去 ▲ 8,552 ▲ 8,483 ▲ 68 -

運輸業 84,572 84,018 554 0.7
310 不動産賃貸事業 27,784 27,284 500 1.8
330 不動産分譲事業 23,469 20,111 3,357 16.7
390 その他不動産事業 10,637 9,939 697 7.0
923 消去 ▲ 2,808 ▲ 2,504 ▲ 304 -

不動産業 59,082 54,830 4,251 7.8
210 ストア事業 82,291 81,394 897 1.1
922 消去 ▲ 1,349 ▲ 424 ▲ 925 -

流通業 80,942 80,970 ▲ 27 ▲ 0.0
510 国際物流事業 76,595 69,243 7,352 10.6
520 国内物流事業 9,309 9,518 ▲ 209 ▲ 2.2
925 消去 ▲ 9,261 ▲ 8,746 ▲ 515 -

物流業 76,642 70,015 6,626 9.5
440 ホテル事業 21,247 20,009 1,238 6.2
420 旅行事業 4,005 4,294 ▲ 288 ▲ 6.7
430 娯楽事業 2,824 2,554 270 10.6
460 飲食事業 4,018 4,036 ▲ 17 ▲ 0.4
450 広告事業 7,379 7,157 221 3.1
490 その他サービス事業 6,181 5,459 722 13.2
924 消去 ▲ 6,961 ▲ 6,547 ▲ 413 -

レジャー・サービス業 38,696 36,963 1,733 4.7
690 ICカード事業 935 768 167 21.8
620 車両整備関連事業 29,897 28,425 1,472 5.2
640 建設関連事業 18,846 14,831 4,014 27.1
610 金属リサイクル事業 4,761 3,873 887 22.9
926 消去 ▲ 1,116 ▲ 1,202 85 -

その他 53,324 46,696 6,628 14.2

《参考》2014年3月期 連結損益実績（百万円単位）



本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証す

るものではなく、リスクや不確実性を含んだものです。将来の業績は経営環境の変化などにより目

標と異なる可能性があることにご留意ください。


